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株式会社博展 

第 51 回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計

算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」並びに計算書

類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令

及 び 定 款 第 15 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

(https://www.hakuten.co.jp/)に掲載し、株主の皆様へ提供しております。 
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連結株主資本等変動計算書（2019 年４月１日から 2020 年３月 31 日まで） 
（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2019年４月１日 残高 174,950  289,751  533,578  △63 998,216  

連結会計年度中の変動額      

 新株の発行 6,098 6,098   12,197 

 自己株式の取得      △96,938 △96,938  

 剰余金の配当   △87,156   △87,156  

 親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  409,871  

 
409,871  

 株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
   

 
 

連結会計年度中の変動額合計  6,098  6,098 322,715  △96,938  237,974 

2020年３月31日 残高 181,049  295,850 856,294  △97,002 1,236,191  

 
 その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 

その他の包括利益 

累 計 額 合 計 

2019年４月１日 残高 5,382 5,382 6,348 - 1,009,947 

連結会計年度中の変動額      

 新株の発行     12,197 

 自己株式の取得     △96,938  

 剰余金の配当     △87,156  

 親会社株主に帰属する 

当期純利益 
    409,871  

 株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
△2,411  △2,411 9,462   7,050 

連結会計年度中の変動額合計 △2,411 △2,411 9,462 - 245,025 

2020年３月31日 残高 2,970 2,970 15,811 - 1,254,973 
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連結注記表 

 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 株式会社アイアクト 

株式会社スプラシア 

全ての子会社を連結しております。 

 

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

(3) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ) 有価証券の評価基準及び評価方法 

・その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(ロ)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。 

・原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。 
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ) 有形固定資産 

  (リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物   ７年～24年 

 機械装置及び運搬具 ４年～８年 

 工具、器具及び備品 ２年～15年 

(ロ) 無形固定資産 

  (リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウ

エアについては、各社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 

(ハ) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

   ③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。 

(ロ) 賞与引当金 使用人に対する賞与の支給に備えるため、翌連結会計年

度支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上してお

ります。 

(ハ) 工事補償引当金 工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の補修実

績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 

(ニ) 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年

度末における手持受注工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつその金額を合理的に見積もることができる工事

について、損失見込額を計上しております。 

 

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

(イ) 外貨建の資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

(ロ) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 
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２．表示方法の変更に関する注記 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「前受金」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。 

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結計算書類の組替えを行ってお

ります。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示し

ていた 448,334 千円は、「前受金」70,844 千円、「その他」377,489 千円として組み替えてい

ます。 

 

３．追加情報 

新型コロナウイルス感染症の影響に関して、現時点では、展示会・イベント開催の自粛要請

や延期が発生し、今後も様々な影響が顕在化することが懸念され、収束時期等を予想すること

は困難なことから外部の情報源に基づく情報等を踏まえて、今後、2021 年３月期の一定期間に

わたり当該影響が継続するとの仮定のもと会計上の見積りを行っております。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

受取手形割引高    27,330千円 
 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当 連 結 会 計 年 度 

期 首 株 式 数 

当 連 結 会 計 年 度 

増 加 株 式 数 

当 連 結 会 計 年 度 

減 少 株 式 数 
当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 7,908,600 株 27,100 株 ―株 7,935,700 株 

 

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当 連 結 会 計 年 度 

期 首 株 式 数 

当 連 結 会 計 年 度 

増 加 株 式 数 

当 連 結 会 計 年 度 

減 少 株 式 数 
当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 82 株 135,100 株 ―株 135,182 株 

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得 135,100 株による増加分

であります。 
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(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

(決議) 株式の種類 
配当金の 

総額 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2019 年 

５月 14 日 

取締役会 

普通株式 39,542 千円 10 円 
2019 年 

３月 31 日 

2019 年 

６月 10 日 

2019 年 

10 月 24 日 

取締役会 

普通株式 47,613 千円 6 円 
2019 年 

９月 30 日 

2019 年 

11 月 25 日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの 

(決議) 株式の種類 
配当金の 

総額 
配当の原資 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2020 年 

５月 25 日 

取締役会 

普通株式 85,805 千円 利益剰余金 11 円 
2020 年 

３月 31 日 

2020 年 

６月 17 日 

 

(4) 当連結会計年度末日の新株予約権 (権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の

目的となる株式の種類及び数 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 
 

６．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金

調達については銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、行っておりません。 

  ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、回収遅延債権については、個別に把握及び対応を行う体制としております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されておりますが、定期的に時価を把握し、明細表を作成する等の方法により管理してお

ります。 

敷金は、建物賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されておりますが、

差入先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの低減を図っております。 

営業債務である買掛金は、ほぼ全てが２ヶ月以内の支払期日であります。 

短期借入金及び長期借入金（原則５年以内）は主に運転資金及び設備投資に係る資金調達

であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、借入残高の割

合は低く、リスクはほとんどないと認識しております。なお、当連結会計年度末現在で、デ

リバティブ取引の利用残高はありません。 
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 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

2020 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含め

ておりません。 

(単位：千円) 

 
連結貸借対照表 

計上額(※) 
時価(※) 差額 

(1)  現金及び預金 837,744 837,744 ― 

(2)  受取手形及び売掛金 2,159,298 2,159,298 ― 

(3)  投資有価証券 8,265 8,265 ― 

(4)  敷金 234,599 228,578 △6,020 

(5)  買掛金 (715,726) (715,726) ― 

(6)  短期借入金 (912,000) (912,000) ― 

(7)  一年内返済予定の長期借入金 (322,980) (323,009) △29 

(8) リース債務（流動負債） (15,433) (15,822) △388 

(9) 長期借入金 (54,281) (54,013) 267 

(10) リース債務（固定負債） (7,790) (8,243) △452 

(※) 負債に計上されているものについては、（ ) で示しております。 

 

(注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

 (3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価については取引所の価格によっております。 

 (4) 敷金 

敷金の時価の算定については、差入先ごとに、その将来キャッシュ・フローを、合理的に見

積りした敷金の返還予定時期及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定

しております。 

 (5) 買掛金、(6) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

 (7) 一年内返済予定の長期借入金、(9)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 (8) リース債務（流動負債）、(10) リース債務（固定負債） 

リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。  
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７．１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 158 円 86銭 

 (2) １株当たり当期純利益 51円 92銭 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

９．その他の注記 

 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書（2019 年４月１日から 2020 年３月 31 日まで） 
（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金 
繰越

利益剰余金 

2019年４月１日 残高 174,950 292,448 292,448 4,600 110,000 347,665 462,265 △63 929,600 

事業年度中の変動額          

 新株の発行 6,098 6,098 6,098      12,197 

 自己株式の取得        △96,938 △96,938 

 剰余金の配当      △87,156 △87,156  △87,156 

 当期純利益      343,898 343,898  343,898 

 株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 

         

事業年度中の変動額合計 6,098 6,098 6,098 － － 256,741 256,741 △96,938 172,001 

2020年３月31日 残高 181,049 298,547 298,547 4,600 110,000 604,407  719,007  △97,002  1,101,602  

 
 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計 

2019年４月１日 残高 5,382 5,382 6,348 941,331 

事業年度中の変動額     

 新株の発行    12,197 

 自己株式の取得    △96,938 

 剰余金の配当    △87,156 

 当期純利益    343,898 

 株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 
△2,411 △2,411 9,462 7,050 

事業年度中の変動額合計 △2,411 △2,411 9,462 179,052 

2020年３月31日 残高 2,970 2,970 15,811 1,120,383 
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個別注記表 

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

・子会社株式及び 

関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

・その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。 

・原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  (リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物        ７年～24年 

 構築物       15年 

 機械及び装置    ８年 

 車両運搬具     ４年 

 工具、器具及び備品 ２年～15年 

② 無形固定資産 

  (リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウ

エアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 

(3) 外貨建の資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
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(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 使用人に対する賞与の支給に備えるため、翌事業年度支

給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。 

③ 工事補償引当金 工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の補修実

績に基づく将来の見積補償額を計上しております。 

④ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末

における手持受注工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つその金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しております。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

 

２.表示方法の変更に関する注記 

（貸借対照表） 

前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「前受金」は、金額的重要性

が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。 

この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の計算書類の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた

52,885 千円は、「前受金」50,786千円、「その他」2,099千円として組み替えています。 

 

３.追加情報 

新型コロナウイルス感染症の影響に関して、現時点では、展示会・イベント開催の自粛要請や延

期が発生し、今後も様々な影響が顕在化することが懸念され、収束時期等を予想することは困難な

ことから外部の情報源に基づく情報等を踏まえて、今後、2021 年３月期の一定期間にわたり当該影

響が継続するとの仮定のもと会計上の見積りを行っております。 

 

４.貸借対照表に関する注記 

 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

(2) 受取手形割引高 

415,994千円 

27,330 千円 

 (3) 関係会社に対する金銭債権・債務 

    関係会社に対する短期金銭債権 

    関係会社に対する短期金銭債務 

 

10,469 千円 

16,500 千円 
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５.損益計算書に関する注記 

(1)関係会社との取引高 

  売上高 

  仕入高 

  販売費及び一般管理費 

  営業取引以外の取引 

 

4,448 千円 

19,713 千円 

41,719 千円 

47,609 千円 

 

(2)特別損失の減損損失は、主に八潮第二スタジオ及び八潮第三スタジオの減損処理に伴う損失

27,091 千円であります。 

 

６.株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 135,182株 

 

７.税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産  

  未払事業税否認 7,437 千円 

  賞与引当金繰入額否認 79,046 千円 

  賞与引当金対応法定福利費否認 12,250 千円 

  資産除去債務否認 12,813 千円 

  関係会社株式評価損否認 297,722千円 

  貸倒引当金繰入額否認 17,607 千円 

  減損損失 8,295 千円 

  その他 15,430 千円 

 繰延税金資産小計 450,603千円 

 評価性引当額 △326,608千円 

 繰延税金資産計 123,995千円 

繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 △1,157千円 

 繰延税金負債計 △1,157千円 

繰延税金資産の純額 122,837千円 
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８.リースにより使用する固定資産に関する注記 

ファイナンス・リース取引（借主側） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

無形固定資産 ソフトウエアであります。 

   ② リース資産の減価償却の方法 

個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項 (2)固定資産の減価償却の方法」に記載のと

おりであります。 

 

９.関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等                      （単位：千円） 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

(注２) 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間５年、月賦返

済としております。なお、担保は受け入れておりません。ソフトウエアの取得については、

市場実勢を勘案し、両者協議の上で決定しております。 

種類 
会社等 

の名称 

議決権

等の所

有割合 

関連当事

者との 

関係 

取引の 

内容 

（注２） 

取引 

金額 

（注１） 

科目 
期末 

残高 

子会社 
株式会社 

スプラシア 

所有 

直接 

100％ 

資金の 

貸付 

資金の 

貸付 
200,000 

一年内 

回収予定の

関係会社 

長期貸付金 

31,999 

関係会社 

長期貸付金 
22,999 

利息の 

受取 
548 - - 

ソフトウ

エア開発 

ソフトウ

エアの取

得 

47,010 
ソフトウエ

ア仮勘定 
47,010 
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１０.１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 141 円 60銭 

 (2) １株当たり当期純損失 43円 57銭 

 

１１.重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

１２.その他の注記 

記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 


